




















































（ 2 ）　ロシア仲裁法に関しては、小田　博『ロシア法』東京大学出版会　2015年 pp. 
107─120. 参照。
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できると定めた（第 1 条 2 項）。一方、1993年国際商事仲裁法は、「外国貿
易、その他国際経済関係を遂行するにあたり生じる紛争」を仲裁の対象と
（12）　M. Moses, The Principles and Practice of International Commercial 
Arbitration, Third Edition, Cambridge 2017, pp.35─36.















は、仲裁判断取消し、または承認・執行拒絶の根拠となる（第34条 2 項 1















































（16）　Information Letter No.96, 22 December 2005. 第28項も同様に不動産の競売を
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95. 著者は当時最高商事裁判所の裁判官であり、Information Letter は、著者の見
解を反映していた。
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項が明確にされたことである。2008年改正法は、商事裁判所の特別（排他













に 係 属 し た。N.V. Maksimov v. Novolitevsk Metallurgical Company 
（NLMK）事件である。これは大手金属会社 NLMK と Maxi Steel 社の経
営者 N. Maksimov との株式譲渡代金の支払いに関する紛争である。2007
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Moscow Territory, 10 October 2011, case No. A40─35844/11─69─311. 
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でも Gazprom, Rosneft などの大企業が設立した仲裁機関による仲裁の
impartiality には疑問がもたれていた。これらの仲裁機関は、pocket 
（33）　http://mkas.tpprf.ru/ru/Stat/page.php
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条 2 項 1 ─ 5 号の紛争」が含まれている。2015年改正後の第225.1条 1 項は、
改正前と同様に、会社紛争に関する商事裁判所の排他的管轄事項を定め
























を定めるのに対して、第 2 項は、第 1 項が列挙する会社紛争のうち、仲裁
可能な紛争について定める。
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2010 No.11, pp.359─369. See also Hiroshi Oda, “Korporativnoe Soglashenie v 
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年にはロシア連邦最高商事裁判所の Anton Ivanov 長官を日本に招聘し、早
稲田大学で講演会を開催することができた。上村教授には改めて謝意を表し
たい。なお、最高商事裁判所の廃止は、外国投資家のみならず、ロシアの法
律家からも批判された。
